

























































































































































































































































































































:880.：３ 〃巫 大 需 ８５．：泄方税の徴









































1531193 升';:ｌＹｉｌ&;i,｣;:！348１７５５利根川流域’１０７１１６２１１４０ 30122］荒川流域 2２１３０1５１８
多摩川流域 3０１２５４８４３１３５６4６ 加 2１ 8６１３７
1３１１１６１９１１６
４２９６４１２２３１１０３７




2０１２ｉ阿武隈IⅡ流域’２５ 3４１２９１３３１１８3３ 2011２ ●弘
5７１６３７北上川流域’６７ 8４1０１１００１Ⅱ６１１１６4０1７
2８１１６１１７６ 8５１６５６最上川流域 8３2１ 1791６
1７１２１１２２岩木川流域’７ 3１ 1９ 170髄IＯｌ１０
信濃川流域’1７２１１２８１１１７ 182 3４６１２７２ 17001２５１１２３１２３５
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富士川修築費 ３１７１４３519 1４９１６ 圏トト天龍111修築費 1０６１５９71 1０２１0
O’’０大井111修築費 ０ 0 1１９１１２５ 163 6１
北上川修築費 7８4３ 4３１３９６６ -:H-:； 〃2０１２５
０１２１
最上川修築費 6６ 5２ 醜1９ ワワ
阿武隈川修築費 4９5４１８９ ４Ⅱ ロ
亜［信濃川修築費 289 2２７１４４123 １７２ 130 1９９１２２３
阿賀野川修築燭 H１ ０｢0１ 1１０0 0１ Ｕ
0１２ 110 罰庄川修築費 '6４ 2b鷹Ｉ0 ロ ２１５１７木曾川修築費 4８５１４６３ 375 281360 219 3７７１７０６ 5９１ 803卜3０１３０淀１１１筋修築賢 3０ 3０ 2９3０
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図２国直轄河川修築費の推移資料：「内務省統計報告」各年版
中心になっていたとはいえない。最後に水害の明治期を通じての推移を内務省
土木局（1916）によってみると、淀川大水害に代表される明治１８年以降とりわ
け明治20年代に水害が多発しちょうど河川法が制定された明治２９年は全国
的に水害に見舞われた年であったことが分かる。
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a）明治１９年 b）明治３２年
図３明治期における河川交通の輸送力比較
出典：小野寺（1992）
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a）明治１３年
○ノ ０３００１Ｉ．」ｋ、
b）明治３３年 '一国鉄JR線一一私(民)鉄線’
図４鉄道路線の開通状況
出典：青木（2008）
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５．おわりに
近代初期の殖産興業政策下においては、河川交通は内陸輸送手段として整備
が進められていた。一方、治水面においてもオランダ流の低水工事が実施され
ていた。近代末期あるいは現代において、内陸輸送手段は鉄道や道路であり、
河川交通は局所的なものとなった。一方、治水面においても高い堤防を築いて
洪水を排水させる高水工事が主流となった。これらの転換点がいつであり、そ
の要因は何であるかということが、本研究の課題である。従来の研究では明治
29年制定の河川法が低水工事から高水工事への転換点であり、高水工事の実施
によって河川交通の衰退が決定的となるが、その背景として鉄道の整備・発達
が明治期に進むものと指摘されてきた。まず土木史・河川政策史系の研究成果
をまとめると、低水重視から高水重視への流れがあるとしても低水工事を政府
負担で高水工事を府県負担で一体的に進めてきた。高水重視になってゆくのは
明治中期以降の大洪水によるもので、それに対処すべ<高水工事の政府負担へ
の道を開いたのが河川法であり、河川法制定は一つの通過点と思われるⅡもち
ろん近代法制整備としての意義は大きい。
河)'1法制定後の明治30年代も少なくとも|玉1直轄河川においては低水工事が継
続し、水運路の整備が進められた。鉄道開通はまだ幹線のみであり、iijl1lI交通
の輸送力も大きなものがあった。したがって、河Ⅱ|交通において河川法制定の
意味は特にないと思われる。確かに運輸政策においては明治中期以降、鉄道の
整備が中心となっていったとみられる。ところが河川政策においては河川交通
路を維持する施策が明治期を通じてとられていた。すなわち、上記に示した課
題の転換点が河川法の制定であるとはいえない。さらに、明治期後半から大正
期の動向を整理することが今後必要であるⅡ
加えて、ｉｉ１１ｌｌ交通と道路交通との関係をIﾘ]らかにすることも課題として挙げ
られる．道路交通についても研究成果が蓄積されているが、本稿においては言
及することが出来なかった.さらに府県レベル、流域レベルで捉えることも今
後の課題である。個別河川流域における河)'１政策と修築工事や河川交通の実態
の関係を解明していく必要がある（'5)．
付記本稿の作成において､2005～2008年度科学研究費補助金基盤研究(Ｂ)「公
権力の空間認識に係る近代歴史地理学的研究」（代表山根拓）を使用した。
[土
（１）
（２）
（３）
(４）
国会図書館所蔵『明治前期法令全書」：446．
内lNlTiB録局（1980）：３４９
日本史蹟協会（1968）：561-565．
牧原編（1986）：１６４－１６６．
－６３－
（５）’1本史蹟協会（1969）：３９－５２７つのプロジェクトとは、①宮城県下野蒜開港、②新潟
港改修、③越後下野運路の開鑿、④大谷川運河の開鑿、⑤阿武隈111改'1参、⑥阿賀IlI改修、
⑦印旛沼より東京への運路、である。
（６）「私設鉄道条例』の第一条に「旅客及荷物運輸営業ノ目的ヲ以テ鉄道ヲ布設セントスル
者ハ発起人五人以上結合シ鉄道会社創立願書二起業Ⅱ論見書ヲ添へ本社ヲ設置セントス
ル地ノ地方庁ヲ経由シテ政府二差出スヘシ」とある（国会|叉1書館所蔵|｢地理局例規止
６３.）
（７）「鉄道敷設法」の第一条に「政府ハ帝国二必要ナル鉄道ヲ完成スル為漸次予定ノ線路ヲ
調査シ及敷設ス」とある（国会図書館所蔵『鉄道法規類抄小Ｌ）
（８）国会図書館所蔵『鉄道法規類抄小473-487.
（９）久米編（1985）：221-222,227．
(１０）国会図書館所蔵『明治前期法令全書Ｌ934-935．
第一則澱刀根信濃111ノカl]キーiiリニシテ其利害数県二関スル者ヲ一等河トス横浜神戸長崎
新潟函館港ノ如キ全国ノ得失二係ル者ヲ_等港トス東海中山睦羽道ノ如キ全国ノ大経脈
ヲ通スル者ヲ一等道路トス右工事ノ費用従来官民混楕ノ分讐ハ六分ハ官二出テ四分ハ地
民二出ル者其ノ四分ハ大蔵省二収メ其更正修繕ノエ事ハ図面並目論見'帳添|可省へ可伺出
事
第二則他管轄ノ利害二関セサル河港及上各部ノ経路ヲ大経脈二接続スル脇往還枝道ノ類
ヲ二等河港道路トス右工事ノ費用従来官民混楕ノ分讐ハ六分ハ官二出テ四分ハ地民二出
ル者其ノ四分ハ直二地方庁二収メ其六分ハ大蔵衛ヨリ下渡ス可シ而シテ其更正修繕ノエ
事ハ地方官二於テ施行ス可キ事
第三則市街郡村ノ利害二関スル河港及H|地灌概ノ用悪水路村市ノ経路等ヲ三等河港道路
トス右更正修繕ノエ事ハ地方官二於テ施行シ費用ハ其利害ヲ受ル地民二課スヘシ尤其課
方ノ処分ハ地方官二委任スiiJキ事
（第四則以下略）
(11）前掲４）
(１２）国会図書館所蔵「明治前期法令全書｣：257．
(１３）国立公文書館所蔵『公文録』内務省
(14)内務省上木同(1886)に掲載の河川流域のうち､総額１０万円以上のものに限って作成したⅡ
(15）既に荒)11については埼玉県（1988）や飯塚（2004）による精繊な研究がある。
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